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令和８年熊本地震に係る被害状況等について 

※これは速報であり、数値等は今後も変わることがある。 

※住家被害の棟数は、災害対策基本法に基づく被害認定調査を受けた棟数とは必ずしも一致しない。 

         

         

令 和 ８ 年 ７ 月 2 9 日 

７ 時 ０ ０ 分 現 在 

内 閣 府 

１ 地震の概要（気象庁情報：７月 29 日 06:00 現在） 

（１）７月 28 日 16 時 27 分の地震 

①発生日時 

令和８年７月 28 日 16：27 

②震源及び規模（暫定値） 

ア 場所 熊本県熊本地方 

イ 規模 マグニチュード 7.1（暫定値） 

ウ 震源の深さ 16 ㎞（暫定値） 

③③津波注意報：有明・八代海 

発表（7/28 16:29）  

解除（7/28 18:10） 

④④各地の震度（震度５弱以上） 

震度７  熊本県：宇城市、氷川町 

震度６強 熊本県：熊本市、八代市、宇土市、美里町、益城町 

震度６弱 熊本県：上天草市、合志市、大津町、西原村、御船町、芦北町 

震度５強 熊本県：水俣市、山鹿市、菊池市、天草市、菊陽町、津奈木町 

長崎県：南島原市 

鹿児島県：薩摩川内市、さつま町、長島町 

震度５弱 熊本県：人吉市、玉名市、阿蘇市、和水町、高森町、南阿蘇村、山都町、 

多良木町、湯前町、山江村、あさぎり町、苓北町 

長崎県：諫早市、雲仙市 

鹿児島県：阿久根市、出水市、いちき串木野市、伊佐市、湧水町 

福岡県：柳川市、大川市 

佐賀県：神埼市、白石町 

宮崎県：延岡市、西都市、椎葉村 

(２)地震活動の状況（７月 29 日 05:30 時点） 
7/28 16:27 の最大震度７の地震以降、震度３以上を観測した地震が 43 回発生 

（震度７：１回、震度５弱：３回、震度４：10回、震度３：29回） 

 

(３)気象の見通し（７月 29 日 05:30 時点） 
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○熊本県では 29 日（水）は、気圧の谷や上空の寒気の影響で、概ね曇りとなる。 

○30 日（木）から 8月 4日（火）にかけて、高気圧に覆われて概ね晴れの天気が続く見込

み。 

○熊本県では、29日は最高気温が 30 度以上の真夏日となり、30日から 8月 4日にかけては

最高気温が 35度以上の猛暑日となり、危険な暑さが続く見込み。熱中症などの健康管理に

注意。 

２ 人的・住家被害等の状況（消防庁情報：７月 29 日 07:00 現在） 

（１）人的・住家被害 

 

（２）避難指示等の状況 

都道府県 
緊急安全確保 避難指示 

市 町 村 世帯 人数 市 町 村 世帯 人数 

長崎県      1   18,293 39,291 

熊本県 2   46,610 92,743 3 3  107,032 222,250 

合 計 2   46,610 92,743 4 3  125,325 261,541 

 

 ⑵ 消防本部等情報 

  ① 被害の状況 

    【熊 本 県】死者３人、重傷６人、軽傷２２人 

    【鹿児島県】軽傷１人 

  ② 火災等の発生状況 

   ・火災：発生していた８件は全て鎮圧又は鎮火済み 

   ・救助：発生していた４７件のうち対応中の主な事案は以下のとおり 

 【熊本県】 

  ・八代市において工場の煙突崩落 

   →八代広域行政事務組合消防本部及び緊急消防援助隊宮崎県大隊により対応中 

  ・嘉島町において商業施設の２階部分が崩落し、閉じ込め多数 

   →緊急消防援助隊福岡県大隊により対応中 

  ・氷川町において住宅座屈が２件発生 

   →緊急消防援助隊大分県大隊により対応中 

  ③ その他 

    熊本県八代広域行政事務組合消防本部において指令システムの障害発生 

⑶ 重要施設の被害 

現時点で被害報告なし 

３ 避難所の状況（内閣府情報：７月 29 日 06:20 現在） 
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（１）避難所・避難者数：避難所数：506か所 避難者数：9,186 

４ その他の状況 

(１)ライフラインの状況 

①水道（国土交通省情報：７月 29 日 06:00 現在） 

○５県（23 自治体）において断水・濁水・漏水などが発生（最大断水戸数約 84,000 戸）。 

○３県（12 自治体）において約 84,000 戸が断水中。 

○日本水道協会等による応急給水を順次実施予定。 

 

福岡県  大川市 断水あり・漏水あり（いずれも復旧済） 

佐賀県  佐賀市 断水あり・漏水あり（いずれも復旧済） 

太良町 断水あり 

長崎県  南島原市 断水あり 

熊本県  熊本市 断水あり 

八代市 断水あり 

水俣市 濁水あり 

菊池市 漏水あり・飲用制限あり 

宇土市 断水あり・漏水あり 

上天草市 断水あり・漏水あり 

宇城市 断水あり・漏水あり 

天草市 断水あり・漏水あり 

合志市 断水あり（復旧済） 

大津町 飲用制限あり 

菊陽町 飲用制限あり 

西原村 濁水あり 

御船町 断水あり・漏水あり 

益城町 漏水あり・飲用制限あり 

甲佐町 断水あり 

氷川町 断水あり 

芦北町 断水あり・漏水あり 

津奈木町 漏水あり 

鹿児島県 長島町 漏水あり・濁水あり 

 

県・市町村 断水戸数（戸） 断水 
被害等の状況 

・事業者名 最大 現在 期間 

【福岡県】     

大川市
おおかわし

 不明 0 7/28 ・復旧済 

【佐賀県】     

佐賀市
さ が し

 38 0 
7/28～

29 
・復旧済 

太良町
たらちょう

 41 41 7/28～ ・濁水に伴う取水停止 

【長崎県】     
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南島原市
みなみしまばらし

 約439 約283 7/28～ ・管破損に伴う漏水 

【熊本県】     

熊本市
くまもとし

 約20,000 約20,000 7/28～ ・管破損に伴う漏水 

八代市
やつしろし

 約18,000 約18,000 7/28～ ・管破損に伴う漏水 

宇土市
う と し

 約10,000 約10,000 7/28～ ・管破損に伴う漏水 

上天草市
かみあまくさし

 約8,220 約8,220 7/28～ ・管破損に伴う漏水 

宇城市
う き し

 約14,000 約14,000 7/28～ ・管破損に伴う漏水 

天草市
あまくさし

 約1,100 約1,100 7/28～ ・管破損に伴う漏水 

合志市
こ う し し

 不明 0 7/28 ・復旧済 

御船町
みふねまち

 不明 不明 7/28～ ・管破損に伴う漏水 

甲佐町
こうさまち

 約500 約500 7/28～ ・管破損に伴う漏水 

氷川町
ひかわちょう

 約10,500 約10,500 7/28～ ・管破損に伴う漏水 

芦北町
あしきたまち

 約1,000 約1,000 7/28～ ・管破損に伴う漏水 

合計 
約

84,000 

約

84,000 
  

 

②電力（経済産業省情報：７月 29 日 06:00 現在） 

ア 停電状況 

電力について、九州地方で約 36,900 戸の停電が発生しているが、安全を確保した

上で、巡視・復旧作業中。 

 ・九州電力・電源開発の火力発電所の被害なし。運転継続中。 

 ・日本製紙八代（やつしろ）工場に併設されている火力発電所（15 万 kW）の煙突

３本が倒壊。倒れた煙突が、ボイラー用の重油タンクに当たり、少量の重油がフ

ランジ部分から漏れた様子であるが、現時点では漏れは止まっている。 

 ・変電所２箇所（宇土（うと）変電所、池田変電所）において、設備被害あり。

設備復旧・系統の変更による停電の復旧を実施。 

 

地域 

停電戸数 

（7/29 6:00

時点） 

内訳（都道府県） 最大停電戸数 

九州電力 

管内 
約 36,900 戸 

熊本県 約 36,900 戸 

・八代市 約 12,630 戸 

・宇城市 約 8,170 戸 

・益城町 約 4,760 戸 

・美里町 約 3,930 戸 

・氷川町 約 3,520 戸 

約 48,280 戸 

（7/28 17：35 時

点） 
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・宇土市 約 2,650 戸 

・嘉島町 約 620 戸 

・熊本市 南区 約 360 戸 

・甲佐町 約 200 戸 

・熊本市 東区 約 70 戸 

 

イ 電力需給 

現時点で問題なし。 

ウ 電源車の配備状況について 

九州管内の電源車状況 

 ・熊本管内８台、熊本以外３９台 計４７台 

 ・熊本管内の８台は、本日からスポット送電で活用予定（県と優先順位を協

議中） 

 

他一般送配電事業者からの電源車状況 

 ・中国４台、四国３台 計７台（更なる台数増加を検討中） 

 ・本日出発予定で調整中 

4 電源車の送り先候補（復旧状況等を踏まえて送り先を選定） 

避難所４２件 

・八代市役所 

・氷川町役場 

・美里町役場中央庁舎 

・美里町役場砥用庁舎 

・県南広域本部 

・宇土東小学校体育館 

・創価学会宇土文化会館 

・走潟小学校体育館  

・走潟地区体育館 

・豊川小学校体育館 

・インダストリアル研修館 

・松橋西防災拠点センター 

・松橋支援学校 

・海東小学校体育館 

・海東地区農村コミュニティ施設 

・小川小学校体育館 

・河江地区コミュニティセンター 

・小野部田小学校体育館 

・小川中学校体育館 

・河江小学校体育館 

・小川総合文化センター・ラポート 

・小川工業高等学 

・小川防災拠点センター 

・豊野町コミュニティーセンター 
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・火の君文化センター城南 

・城南老人福祉センター 

・城南中学校 

・熊之庄小学校 

・竜北東小学校 

・美里町砥用Ｂ＆Ｇ海洋センター  

・宮原小学校 

・竜北西部小学校 

・宮原福祉施設センター 

・竜北福祉センター 

・励徳小学校 

・太田郷コミュニティセンター 

・龍峯コミュニティセンター 

・千丁コミュニティセンター 

・鏡コミュニティセンター 

・鏡わかあゆ高等支援学校 

・美里町総合体育館 

・氷川町立氷川中学校 

 

病院１８件 

・松田病院 

・宇城総合病院 

・国立病院機構熊本南病院 

・間部病院 

・桜十字八代病院 

・宇土中央クリニック 

・みどりかわクリニック 

・八代更生病院 

・医療法人荒瀬会 荒瀬病院 

・熊本総合病院 

・国立病院機構熊本医療センター 

・熊本地域医療センター 

・田山産科婦人科医院 

・本田医院 

・県南髙木クリニック 

・樽美外科整形外科医院 

・希望ケ丘病院 

・市原産婦人科医院 

 

老人ホーム４件 

・有料老人ホームくましき 

・老人ホーム緑川荘 

・介護老人保健施設 松幸 

・有料老人ホーム あすなろ熊本 壱番館 

 

障がい者支援施設２件 

・サポートハウスあゆの里 共同生活援助 

・くまむた荘 
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③ガス関係（経済産業省情報：７月 29 日 06:00 現在） 

ア 都市ガス 

熊本市で、安全上の措置により 481 戸供給停止しているが、本日中の供給再開見込み。 

八代市で、安全上の措置により約 9,000 戸供給停止。ガス事業者から一般社団法人日本ガ

ス協会に対して災害時連携計画に基づいた応援派遣の要請があったことから、応援派遣を

準備中。また、要望があった病院１件については移動式ガス発生設備により臨時供給を実

施中。 

イ ＬＰガス 

爆発報道のあったイオンモール熊本については、ＬＰガスにてガス供給されている。 

被害状況や原因については、現在、消防にて確認中。 

現在３名のＬＰガス事業者の従業員が敷地外で待機しているが、危険な状況で立ち入りで

きず、原因確認ができていない状況。 

ウ 熱供給事業・簡易ガス 

被害情報なし。 

④高圧ガス・火薬類（経済産業省情報：７月 29 日 06:00 現在） 

・現時点で、高圧ガス保安法および石油コンビナート等災害防止法に係る設備における被

害情報なし。 

・現時点で、鉱山及び火薬関係で、被害情報なし。 

⑤製油所・油槽所、ＳＳ（経済産業省情報：７月 29 日 06:00 現在） 

八代市の油槽所において、一部ローディングアームからの微量漏洩（海上漏洩なし）やタ

ンク近傍での液状化等を確認。引き続き、情報収集中。 

⑥通信関係（総務省情報：７月 29 日 06:30 現在） 

 事業者(サービス名) 被害状況等 

固
定 

NTT 東日本 ・被害なし 

NTT 西日本 ・被害なし 

NTT ドコモビ

ジネス 

・熊本県内でサービスに影響 

 専用線サービス：156 回線 

KDDI 

・熊本県内でサービスに影響 

 インターネット：11,515 回線 

 （内数）:光アクセスサービス：11,515 回線 

 専用線サービス：71回線 

ソフトバン

ク 

・被害なし 
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携
帯
電
話
等 

NTT ドコモ 

１市の一部エリアに支障あり 

 

※支障エリアを含む自治体は以下のとおり 

 熊本県（１市） 

八代市 

 

※役場エリア支障なし 

 

※合計３局停波 

（内訳） 

熊本県 ３局 

 

※非常時事業者間ローミングの発動により、他社回線を通じ

た一部サービスの利用が可能な場合あり 

KDDI(au) 

２市の一部エリアに支障あり 

 

※支障エリアを含む自治体は以下のとおり 

 熊本県（２市） 

人吉市、八代市 

 

※役場エリア支障なし 

 

※合計７７局停波 

（内訳） 

熊本県 ７７局 

 

※非常時事業者間ローミングの発動により、他社回線を通じ

た一部サービスの利用が可能な場合あり  

ソフトバン

ク 

エリア支障なし 

 

※合計５→１０局停波 

（内訳） 

 熊本県 ５→１０局  

楽天モバイ

ル 

・エリア支障なし 

 

※合計６局停波 

（内訳） 

 熊本県 ６局 

（注）各事業者に被害状況を確認済。固定は事業者が把握可能な通信ビルの被害情報を記載。 

○防災行政無線（総務省情報：７月 29日 06:30 現在） 

 ・都道府県防災行政無線：被害情報なし 

 ・市町村防災行政無線 ：被害情報なし 

  （注）自治体が把握可能な範囲の情報を記載。 

⑦放送関係（総務省情報：７月 29 日 06:30 現在） 

ア 被害状況無し 
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⑧郵政関係 

 ＜人的被害＞ 

 ・イオンモール熊本内郵便局の社員３名が負傷（命に別状なし） 

 ＜窓口業務＞ 

 ・熊本県内の郵便局は 7/29(水)の窓口業務を休止 

 ＜集配業務＞ 

 ・地震の影響により、一部地域における郵便差出箱（郵便ポスト）、コンビニエンスストア等か

らの取り集めおよび配達を休止 

 ・熊本県を発着するゆうパック、ゆうパケットおよびゆうメールの引き受けを一時的に停止 

＜ゆうちょ関係＞ 

・熊本支店及び八代支店は 7/29(水)の窓口休止予定 

⑨市町村の行政機能の確保状況（７月 28 日（火）18：20 現在） 

震度６弱以上を観測した熊本県内の市町村（宇城市、氷川町、熊本市、八代市、宇土市、美里

町、益城町、上天草市、合志市、大津町、西原村、御船町、芦北町）及び震度５弱以上と考えら

れるが未入電の町（嘉島町、甲佐町）の状況を確認したところ、美里町において庁舎が停電によ

り非常用電源を使用中であり、庁舎の中に入れず状況の確認がとれておらず、甲佐町において、

ネットワークが不通となっている。その他の市町村については、災害対応業務に支障は生じてい

ない。 

(２)原子力施設関係（原子力規制庁情報: ７月 29 日 06:30 現在） 
原子力施設については現時点で異常なし。 

 

(３)道路（国土交通省情報：７月 29 日 04:00 現在） 

①高速道路 

ア 被災による通行止め：２路線１３区間 

・E3 九州道（益城熊本空港 IC～嘉島 JCT）：１区間：道路損壊 

・E3 九州道（御船 IC～人吉 IC）：６区間：道路損壊、橋梁損傷 

・E3A 南九州道（八代 JCT～水俣 IC）：６区間：道路損壊、橋梁損傷 

イ 隣接道路の被災影響による通行止め：２路線４区間 

・E3 九州道（嘉島 JCT～御船 IC）：１区間：隣接区間被災 

・E3 九州道（人吉 IC～えびの IC）：２区間：一般道の交通混雑回避 

（関係機関との調整、緊急車両のみ通行可） 

・E77 九州中央道（嘉島 ICT～小池高山 IC）：１区間：隣接区間被災 

②有料道路 

ア 被災による通行止め：なし 

③直轄国道（直轄高速除く） 

ア 被災による通行止め：１路線１区間 

・国道５７号（車帰 IC～阿蘇西 IC）：１区間：橋梁損傷 

④補助国道 

ア 被災による通行止め：１県３区間 

・国道２１８号（熊本県宇城市）橋梁損傷 
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・国道２１９号（熊本県八代市）橋梁損傷 

・国道２６６号（熊本県宇城市）橋梁損傷 

⑤都道府県道等 

ア 被災による通行止め：３県１４区間 

熊本県 １１区間（落石４、道路損壊４、橋梁損傷３） 

※このほかに側道橋（歩道部）の落橋が１区間あり  

大分県  １区間（落石１）  

宮崎県  ２区間（落石２） 

(４)孤立集落 

都道府県 市町村 地区名 被災内容 孤立集落 集落への

アクセス 

ライフラ

イン等 

なし       

(５)防災道の駅・道の駅活用情報等 
［被災情報：なし］ 

［活用情報等：あり］ 

 

＜電力会社の復旧班車用の駐車スペースの提供（調整中）＞ 

  電力会社からの要請を受け、以下の駅の駐車場等の一部を復旧班 

車用の駐車スペースとして提供予定。 

  ・道の駅「うき」（熊本県宇城市） 

  ・道の駅「宇土マリーナ」（熊本県宇土市） 

  ・道の駅「たのうら」（熊本県芦北町） 

(６)ライフライン 
・電力、通信、上下水道、鉄道について、連絡調整を行っており、現時点で、道路への要請

なし（ホットライン構築済み、災害時の連携を確認済み） 

(７)交通機関 

①鉄道（国土交通省情報：７月 29 日 00:00 現在） 

 施設被害 

・現時点で被害情報なし 

ア 運行状況 

＜新幹線＞ 

(i)・運転を見合せている路線：九州新幹線の全線 

(ii)・今後、見合せを予定している路線：なし 

 

  ＜在来線＞ 

(iii)運転を見合せている路線：８事業者 12路線 

(iv)今後、見合せを予定している路線：なし 

 

②航空（国土交通省情報：７月 29 日 02:00 現在） 
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〇空港の震度 

震度６弱 熊本空港 

震度５強 天草飛行場 

震度４  鹿児島空港、宮崎空港、長崎空港、佐賀空港 

震度３以下省略 

 

 〇空港の状況等 

＜熊本空港＞ 

・滑走路閉鎖解除済（閉鎖時間：7/28 16:27～7/28 19:05） 

・ターミナルビル内の停電復旧済 

・ターミナルビル内エレベーター復旧済 

＜天草飛行場＞ 

・進入角指示灯復旧済 

＜その他空港＞ 

・被害なし 

 

 〇運航への影響 

  ＜熊本空港＞ 

【7 月 28 日】欠航：29便 ※発災以降の運航なし 

【7 月 29 日】欠航：14便（予定） 

＜天草飛行場＞ 

【7 月 28 日】欠航：2便 

【7 月 29 日】欠航：1便（予定） 

③物流・自動車（国土交通省情報：７月 29 日 05:00 現在） 

ア 高速バスの運休状況 

福岡県、熊本県発着便を中心に 

 

８事業者 31 路線運休 

 路線バスの運休状況 

熊本県内において 

３事業者の全路線運休 

・路線バス車内事故転倒事故 1件発生（怪我の状況は現時点で不明） 

 宅配便の状況 

４事業者で一部地域の集配遅延・停止等 

 

関係施設の被害状況 

      （独）自動車事故対策機構熊本支所の天井材の一部が落下 

④海事（国土交通省情報：７月 29 日 06:00 現在） 

・熊本県内の一部の造船会社の工場の壁にヒビ、フェリー事業者の船舶の 

船体損傷といった被害が発生しているが、人的被害はなし。 

・熊本県と長崎県間において、１事業者１航路で運休が発生。 

(８)水道（国土交通省情報：７月 29 日 06:00 現在） 
○５県（23 自治体）において断水・濁水・漏水などが発生（最大断水戸数約 84,000 戸）。 

○３県（12 自治体）において約 84,000 戸が断水中。 
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○日本水道協会等による応急給水を順次実施予定。 

 

福岡県  大川市 断水あり・漏水あり（いずれも復旧済） 

佐賀県  佐賀市 断水あり・漏水あり（いずれも復旧済） 

太良町 断水あり 

長崎県  南島原市 断水あり 

熊本県  熊本市 断水あり 

八代市 断水あり 

水俣市 濁水あり 

菊池市 漏水あり・飲用制限あり 

宇土市 断水あり・漏水あり 

上天草市 断水あり・漏水あり 

宇城市 断水あり・漏水あり 

天草市 断水あり・漏水あり 

合志市 断水あり（復旧済） 

大津町 飲用制限あり 

菊陽町 飲用制限あり 

西原村 濁水あり 

御船町 断水あり・漏水あり 

益城町 漏水あり・飲用制限あり 

甲佐町 断水あり 

氷川町 断水あり 

芦北町 断水あり・漏水あり 

津奈木町 漏水あり 

鹿児島県 長島町 漏水あり・濁水あり 

県・市町村 断水戸数（戸） 断水 
被害等の状況 

・事業者名 最大 現在 期間 

【福岡県】     

大川市
おおかわし

 不明 0 7/28 ・復旧済 

【佐賀県】     

佐賀市
さ が し

 38 0 7/28～29 ・復旧済 

太良町
たらちょう

 41 41 7/28～ ・濁水に伴う取水停止 

【長崎県】     

南島原市
みなみしまばらし

 約439 約283 7/28～ ・管破損に伴う漏水 

【熊本県】     

熊本市
くまもとし

 約20,000 約20,000 7/28～ ・管破損に伴う漏水 

八代市
やつしろし

 約18,000 約18,000 7/28～ ・管破損に伴う漏水 

宇土市
う と し

 約10,000 約10,000 7/28～ ・管破損に伴う漏水 

上天草市
かみあまくさし

 約8,220 約8,220 7/28～ ・管破損に伴う漏水 

宇城市
う き し

 約14,000 約14,000 7/28～ ・管破損に伴う漏水 

天草市
あまくさし

 約1,100 約1,100 7/28～ ・管破損に伴う漏水 
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合志市
こ う し し

 不明 0 7/28 ・復旧済 

御船町
みふねまち

 不明 不明 7/28～ ・管破損に伴う漏水 

甲佐町
こうさまち

 約500 約500 7/28～ ・管破損に伴う漏水 

氷川町
ひかわちょう

 約10,500 約10,500 7/28～ ・管破損に伴う漏水 

芦北町
あしきたまち

 約1,000 約1,000 7/28～ ・管破損に伴う漏水 

合計 約 84,000 約 84,000   

 

(９)河川（国土交通省情報：７月 29 日 07:00 現在） 

ア 国管理河川：6水系 29河川 

・筑後川水系 筑後川、諸富川、早津江川、佐賀江川、城原川、田手川 

・菊池川水系 菊池川、繋根木川、木葉川、岩野川、合志川、迫間川、 

上内田川 

・白川水系 白川 

・緑川水系 緑川、加勢川、浜戸川、御船川 

・球磨川水系 球磨川、前川、南川、川辺川 

・川内川水系 川内川、八間川、隈之城川、樋渡川、羽月川、綿内川、 

長江川 

 

・球磨川水系の一部を除き 1 次点検を終了し、順次 2 次点検を実施 

・国管理の 3 水系 7 河川※で堤防天端のクラックなどを確認（大規模で  

はない）。 

※球磨川水系球磨川、前川、南川 

白川水系白川 

緑川水系緑川、浜戸川、御船川 

・その他の国管理河川は現時点被害無し 

イ 県管理河川：73 水系 229 河川 

・福岡県：2 水系 8河川 

・佐賀県：１水系 3河川 

・長崎県：5 水系 5河川 

・熊本県：52水系 175 河川 

・宮崎県：4 水系 12 河川 

・鹿児島県：7水系 18河川 

・熊本市：2 水系 8水系 

(１０)ダム（国土交通省情報: ７月 29 日 07:00 現在） 
・現時点で異常なし 

直轄建設ダム  ：１ダム（点検完了） 

直轄管理ダム  ：４ダム（一次点検完了・二次点検実施中：３ダム、点検完了：１ダム） 

機構管理ダム  ：０ダム 

都道府県管理ダム：１５ダム（一次点検実施中：１ダム、一次点検完了・二次点検実施中：

１４ダム） 

利水ダム    ：３７ダム（一次点検完了・二次点検実施中：３３ダム、点検完了：４ダ

ム） 
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補助建設ダム  ：点検対象なし 

(１１)砂防（国土交通省情報: ７月 29 日 07:00 現在） 

ア レベル４土砂災害危険警報 

・震度５強以上を観測した市町村において、レベル４土砂災害危険警報の発表基準を引き下

げた暫定基準による運用を開始（7月 28 日 19 時 30 分報道発表） 

・通常基準の 7割（震度 7・6強・6弱）：1県 15市町村（熊本県） 

通常基準の 8割（震度 5強）：3県 11 市町（熊本県、長崎県、鹿児島県） 

なお、レベル３土砂災害警報及びレベル２土砂災害注意報の発表基準についても、通常基準

より引き下げた暫定基準を設けて運用。 

イ 土砂災害発生状況 

・確認中 

ウ 点検対象施設数（震度 5弱以上） 

【直轄】長崎県 65 施設（うち、56 施設で点検完了。異常なし） 

熊本県 

（阿蘇砂防） 39施設 

（川辺川砂防）37施設（うち、14施設で点検完了。異常なし） 

【補助】佐賀県 2施設 

長崎県 1施設 

熊本県 989 施設 

宮崎県 53 施設（うち、7施設で点検完了。異常なし） 

鹿児島県 188 施設 

(１２)港湾（国土交通省情報：７月 29 日 06:00 現在） 
・九州西側５県※で震度４以上を観測した港湾が合計 99 港。このうち、三角港で震度７、八

代港・日奈久港・鏡港で震度６強、姫戸港・合津港・上天草港で震度６弱を観測。   

※福岡、佐賀、長崎、熊本、鹿児島 

・熊本県内では、八代港においては、岸壁背後に段差、液状化、陥没等を確認。熊本港にお

いては、島原との熊本フェリーが使用しているフェリー渡橋（県財産）が損傷し使用不可

となったほか、ガントリークレーンが損傷。 

・熊本県内のその他港湾は朝から現場点検を予定。熊本県外のその他港湾については 1次点

検の結果、異常なし。 

・7/29 朝から八代港等現場への TEC-FORCE を九州地整から２名、国総研・港空研から３名、

熊本県港湾課へのリエゾンを九州地整から２名、本省から九州地整へのリエゾンを１名、

派遣予定。 

・また、水の輸送に活用可能な大型浚渫及び油回収船についても派遣を調整中。 

(１３)公園・都市（国土交通省情報：７月 29 日 06:00 現在） 
○国営公園等 

国営公園：被害情報等確認中 

現在被害情報なし 

 

〇都市公園 

施設名 管理者 被害状況 対応状況等 
くまもとじょう 

熊本城公園 
熊本市 石垣の崩壊等 施設の被害状況を調

査中 

（臨時休園措置） 
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※人的被害なし 

(１４)住宅（国土交通省情報: ７月 29 日 06:00 現在） 
①公的賃貸住宅の被害状況 

・公営住宅：公営住宅１団地で一部外壁のひび割れが発生（熊本県）  

・ＵＲ住宅：被害なし 

②エレベーター閉じ込め情報 

・閉じ込めが 31 件（熊本県 28件、鹿児島県１件、福岡県２件）発生。全救出済み。 

（※日本エレベーター協会会員社が保守を行っているもの） 

③被災建築物応急危険度判定： 

 震度５強以上を観測した熊本県、長崎県、鹿児島県に対し、実施意向を確認中。 

(１５)官庁施設（国土交通省情報: ７月 29 日 06:00 現在） 
被害情報等確認中 

(１６)観光（国土交通省情報: ７月 29 日 06:00 現在） 
被害情報なし 

(１７)下水道関係（国土交通省情報: ７月 29 日 05:00 現在） 
●熊本県 

  ○処理場（対象：30施設） 

   ・点検中：10 施設 

   ・点検完了・異常なし：19施設 

・軽微な異常あり（水処理機能に影響なし）：1施設 

〇ポンプ場（対象：99施設） 

 ・点検中：46 施設 

 ・点検完了・異常なし：52施設 

 ・軽微な異常あり（揚水機能に影響なし）：1施設 

〇管路（対象：24自治体） 

   ・点検中：24 自治体 

 

●長崎県 

  ○処理場（対象：12施設） 

   ・点検完了・異常なし：12施設 

〇ポンプ場（対象：11施設） 

・点検完了・異常なし：11 施設 

〇管路（対象：4自治体） 

・点検完了・異常なし：4自治体 

 

●鹿児島県 

○処理場（対象：5施設） 

・点検完了・異常なし：5施設 

〇ポンプ場（対象：4施設） 

・点検完了・異常なし：4施設 

〇管路（対象：3自治体） 

・点検完了・異常なし：3自治体 

 

●福岡県 

○処理場（対象：2施設） 
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・点検完了・異常なし：2施設 

〇ポンプ場（対象：1施設） 

・点検中：1施設 

〇管路（対象：2自治体） 

・点検中：2自治体 

 

●佐賀県 

○処理場（対象：2施設） 

・点検完了・異常なし：2施設 

〇ポンプ場（対象：1施設） 

・点検完了・異常なし：1施設 

〇管路（対象：2自治体） 

・点検完了・異常なし：2自治体 

 

●宮崎県 

○処理場（対象：5施設） 

・点検完了・異常なし：5施設 

〇ポンプ場（対象：11施設） 

・点検完了・異常なし：11 施設 

〇管路（対象：2自治体） 

・点検中：2自治体 

(１８)海岸（国土交通省情報: ７月 29 日 07:00 現在） 
・現時点で被害情報なし 

・点検状況については次のとおり。 

福岡県：点検完了、被害なし 

佐賀県：点検完了、被害なし 

長崎県：7/29～点検予定 

熊本県：7/29～点検予定（宇城振興局管内は未定） 

鹿児島県：7/29～点検予定 

 

・点検対象海岸：以下のとおり 

熊本県：７９海岸 

野崎海岸、豊川海岸、不知火海岸、桂原海岸、永尾海岸、手場海岸、新地海岸、金桁海

岸、黒崎海岸、尺の浦海岸、片島東海岸、千崎海岸、浪浦海岸、大田尾海岸、明治新田

海岸、平岩海岸、長部田海岸、御立岬海岸、大潟海岸、治郎田海岸、鷹巣海岸、新開海

岸、梅木海岸、大桜海岸、鷲の浦海岸、下山海岸、小仏海岸、瀬高海岸、鯨道海岸、山

田海岸、鳩之釜海岸、七ツ割海岸、火崎海岸、湯の児海岸、大迫海岸、男島海岸、古川

海岸、中形浦海岸、浦海岸、塔の崎海岸、戸ノ崎海岸、石場海岸、東外園海岸、江崎海

岸、須森海岸、船場海岸、前潟海岸、観音海岸、大宮地海岸、荒新開海岸、樫浦海岸、

横島海岸、大坪海岸、浦ノ迫海岸、松崎海岸、鬼海浦海岸、浜平海岸、大ノ浦海岸、井

出迫海岸、砂月海岸、米淵海岸、里浦海岸、首海岸、四名田海岸、早浦海岸、向海岸、

大田迫海岸、志柿海岸、美越海岸、下津江海岸、瀬戸海岸、萱之木海岸、小松海岸、竹

の迫海岸、年柄海岸、白木尾海岸、釜海岸、野々木河内海岸、唐人岩海岸 

長崎県：１６海岸 

坂下海岸、石田海岸、田平海岸、大江海岸、吉川海岸、小長井海岸、平江海岸、道祖崎

海岸、諫早海岸、多良見海岸、平江海岸、道祖崎海岸、大正海岸、西郷海岸、神代海

岸、多比良海岸 
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福岡県：３海岸 

若津港柳川海岸、大和海岸、高田海岸 

佐賀県：３海岸 

有明海岸、白石海岸、福富海岸 

鹿児島県：９海岸 

東市来海岸、市来海岸、串木野海岸、阿久根海岸、高尾野海岸、出水海岸、長島海岸、

東海岸、黒之浜海岸 

(１９)医療関係（厚生労働省情報：７月 29 日 06:00 時点） 

①医療施設の被害状況 

市町村名 

被災 

施設数  

被災状況別内訳 

浸水 停電 断水 医療ガス その他 

最大 現在 最大 現在 最大 現在 最大 現在 最大 現在 最大 現在  

熊本県(合計) 46 45 0 0 15 13 40 39 12 12 7 7 

宇土市（うと

し） 
3 3 0 0 3 3 2 2 2 2 0 0 

宇城市（うき

し） 
10 9 0 0 5 4 9 8 2 2 2 2 

美里町（みさ

とまち） 
2 2 0 0 1 1 1 1 0 0 0 0 

菊池市（きく

ちし） 
1 1 0 0 0 0 1 1 0 0 0 0 

八代市（やつ

しろし） 
16 16 0 0 2 2 15 15 6 6 4 4 

氷川町（ひか

わちょう） 
1 1 0 0 0 0 1 1 0 0 0 0 

水俣市（みな

またし） 
1 1 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1 

芦北町（あし

きたまち） 
1 1 0 0 0 0 1 1 0 0 0 0 

熊本市（くま

もとし） 
5 5 0 0 1 0 5 5 0 0 0 0 

御船町（みふ

ねまち） 
1 1 0 0 1 1 1 1 1 1 0 0 

益城町（まし 3 3 0 0 1 1 2 2 0 0 0 0 
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きまち） 

甲佐町（こう

さまち） 
2 2 0 0 1 1 2 2 1 1 0 0 

 

②医薬品・医療機器製造販売業、卸売販売業関係 

各都道府県、関係団体に対し、注意喚起を行うとともに、被害状況を把握した場合には報告

するよう依頼（7/28）。 

各関係団体に対し、医薬品・医療機器等の供給に支障が生ずることのないよう、また、適正

な流通を阻害することがないよう依頼（7/28）。 

現時点で被害報告無し。 

(２０)社会福祉施設等関係（厚生労働省情報：７月 28 日現在） 

①高齢者関係施設の被害状況 

熊本県内の 13施設から以下のとおり報告あり。（7/28） 

 
被災施設数 

被災状況内訳 

建物被害 停電 断水 

最大 現在 最大 現在 最大 現在 最大 現在 

熊本県（合計） 13 13 11 11 1 1 4 4 

 熊本市 

（くまもとし） 
7 7 5 5 0 0 2 2 

 天草市 

（あまくさし） 
1 1 1 1 0 0 0 0 

 宇城市 

（うきし） 
2 2 2 2 1 1 0 0 

 八代市 

（やつしろし） 
2 2 2 2 0 0 1 1 

 益城町 

（ましきまち） 
1 1 1 1 0 0 1 1 

 

②障害者関係施設の被害状況 

熊本県内の３施設から以下のとおり報告あり。（7/28） 

 
被災施設数 

被災状況内訳 

建物被害 停電 断水 

最大 現在 最大 現在 最大 現在 最大 現在 

熊本県（合計） 3 3 0 0 1 1 3 3 

宇城市 

（うきし） 

1 1 0 0 0 0 1 1 
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甲佐町 

（こうさまち） 

2 2 0 0 1 1 2 2 

 

(２１)保健・衛生関係（厚生労働省情報） 

①人工透析患者の安否 

各都道府県に対し、透析医療の提供が困難となる事態にも対応できるよう注意喚起を行う 

とともに、被害状況確認の連絡体制確保を要請した。 

また、日本透析医会に対し、情報共有について協力を依頼した（7/28）。 

日本透析医会の運営している災害時情報ネットワークを通じて、熊本県内の 11カ所の透析 

施設より被害の報告を確認している。 

熊本県及び透析医会を通じて、被害の詳細状況を確認中。 

②人工呼吸器使用者の安否 

各都道府県・指定都市・中核市・児童相談所設置市に対し、特に在宅で人工呼吸器を使用 

している難病患者に関する対応について注意喚起を行うとともに、被害発生時における報告

を要請（7/28）。 

 患者団体に対し、地区支部を通じて、特に在宅で人工呼吸器を使用している難病患者への 

被害情報の把握について協力を依頼（7/28）。  

現時点で被害報告無し。 

(２２)薬局、薬剤師、輸血用血液製剤、毒物劇物関係（厚生労働省情報） 

①薬局、薬剤師 

各都道府県、保健所設置市、特別区に対し、薬局に関する対応について注意喚起を行うと 

ともに、被害発生時における報告を要請（7/28）。 

熊本県薬務衛生課より 7/28 22 時時点での被害状況について報告あり。 

施設種別 件数 
市町村名 

（件数） 
被害内容 現況及び今後の対応 

薬局 22 

熊本市（6） 

八代市（9） 

宇城市（4） 

御船町（1） 

天草市（1） 

益城町（1） 

建物・設備被

害、停電、断

水、医薬品破

損等 

・引き続き情報の収集に

努める。 

・イオンモール熊本内の

薬局は被害がでている

と思われる。 

 

②輸血用血液製剤の供給 

採血事業者（日本赤十字社）に対し、採血所や製造施設に関する対応について注意

喚起を行うとともに、被害発生時における報告を要請（7/28）。 

現時点で被害報告なし。 

 

③毒物劇物 
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各都道府県、保健所設置市、特別区に対し、薬局に関する対応について注意喚起を

行うとともに、被害発生時における報告を要請（7/28）。 

現時点で被害報告なし。 

 

(２３)障害者支援関係 

(1) 災害救助法が適用された自治体に対して、被災した要援護障害者等につ 

いて、特別な対応（被災し、利用者負担をすることが困難な者について、 

利用者負担の減免ができることや、障害福祉サービス事業所で災害による 

定員超過利用が認められることなど）について周知し、特段の配慮を要請 

（7/28）。 

 

(２４)医療保険関係（厚生労働省情報） 
○ 被災に伴い被災者がマイナ保険証又は資格確認書等を保険医療機関に提示できない場合

においても医療保険による受診が可能である旨について、関係者に対する周知を、関係団

体、都道府県、地方厚生（支）局に要請（7/28）。 

※「令和８年熊本地震に伴う災害の被災者に係るマイナ保険証又は資格確認書等の提示等に

ついて」（令和８年７月 28 日付け保険局医療課事務連絡）を送付（7/28）。 

 

○ 全国健康保険協会、健康保険組合、健康保険組合連合会、社会保険診療報酬支払基金及

び地方厚生(支)局に対して、災害その他の特別の事情がある被保険者に係る一部負担金等

の徴収猶予及び減免を行うことができる旨を改めて周知。 

※「災害により被災した被保険者等に係る一部負担金等及び健康保険料の取扱い等につい

て」（令和 8年 7 月 28 日付け保険局保険課事務連絡）を送付(7/28) 

 

〇 各都道府県に対して、災害により被災した被保険者に係る保険料（税）・一部負担金の減

免を行うことができる旨を周知。 

※「「災害により被災した国民健康保険被保険者に係る国民健康保険料（税）等の取扱いにつ

いて」の再周知について」（令和 8年７月 28日付け厚生労働省保険局国民健康保険課事務

連絡）を送付（７／28）。 

※平成 25年 5月に発出した事務連絡を再周知。 

 

○ 各都道府県等に対して、災害により被災した被保険者に係る保険料・一部負担金の減免

を行うことができる旨を周知。 

※「【事務連絡】令和８年熊本地震に係る後期高齢者医療制度の一部負担金及び保険料の取扱

いについて」 

（令和７年７月 28日付け保険局高齢者医療課事務連絡）を送付（7/28）。 

※平成 25年 5月に発出した事務連絡を再周知。 

 

○ 被災者がマイナンバーカードを保険医療機関等に持参できない場合においても、オンラ

イン資格確認システムで薬剤情報等が提供可能となる緊急時機能のアクティブ化を実施

（7/28）。関係者に対する周知を、関係団体、都道府県、地方厚生（支）局に要請

（7/28）。 

※「 令和８年熊本地震に係るオンライン資格確認等システムにおける「緊急時医療情報・資

格確認機能」をアクティブ化する医療機関・薬局の範囲・期間について」（令和８年７月 28
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日付け保険局医療介護連携政策課、医薬局総務課、社会・援護局保護課事務連絡）を送付

（7/28）。 

(２５)介護保険関係（厚生労働省情報） 
（1）被災した要介護高齢者等への対応について 

○災害救助法が適用された自治体に対して、被災した要介護高齢者等について、特別な対応

（被災し、利用者負担をすることが困難な者について、利用者負担の減免ができること

や、介護保険施設等で災害等による定員超過利用が認められることなど）について周知

し、特段の配慮を要請（7/28 熊本県）。 

○当該周知、要請を行ったことにつき、各都道府県・市町村にも連絡（7/28）。 

○また、各都道府県・市町村に対し、被災者は被保険者証等を提示しなくても介護サービス

を利用できるよう対応することを可能とする事務連絡を発出（7/28）。  

 

（2）被災に係る介護報酬等の取扱いについて 

〇要介護高齢者等や介護サービス事業所が被災した場合における介護報酬等の取扱いについ

て、緊急的に柔軟な対応が可能であることを周知（7/28）。 

(２６)児童福祉施設等関係（こども家庭庁情報：７月 29 日 06:30 時点） 

（１）児童福祉施設等の被害状況 

熊本県内の９施設から以下の報告あり。（7/29） 

上記被害があった施設において、人的被害なし。 

引き続き情報収集に努める。 

 

市町村名 
被災施設数 

被災状況別内訳 

建物被害 停電 断水 

最大 現在 最大 現在 最大 現在 最大 現在 

熊本県（合計） ９ ９ ６ ６ ６ ３ ３ ０ 

 
宇城市 

（うきし） 
１ １ - - １ １ - - 

 

八代市 

（やつしろ

し） 

２ ２ ２ ２ １ ０ ２ ０ 

 

御船町 

（みふねま

ち） 

１ １ １ １ - - - - 

 

益城町 

（ましきま

ち） 

４ ４ ３ ３ ３ １ １ ０ 

 

甲佐町 

（こうさま

ち） 

１ １ - - １ １ - - 

合計 ９ ９ ６ ６ ６ ３ ３ ０ 

（２）利用者関係 

○被災した教育・保育給付認定保護者等に対して、市町村の判断により、利用者負担額

を減免した際に、減免した部分についても国と地方の補助割合に従い補助対象とす

る。(7/28) 
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○災害等やむを得ない事情がある場合には、利用定員を超えて特定教育・保育又は特定

地域型保育の提供を行うことができる旨の運営基準規定を周知し、各施設等における

利用定員の弾力化について配慮を要請。(7/28) 

○臨時休園等期間中に利用料が発生している場合には、その利用料分を減算することな

く施設等利用費の支給を行うことを認める。(7/28) 

○災害により被災した要援護者への対応及びこれに伴う特例措置等について 

・定員やサービスについて把握・調整・配慮要請、および費用負担に係る特例につい

て都道府県等に周知。(7/28) 

 

（３）事業者関係 

○子育て短期支援事業の取り扱いについて 

・子ども・子育て支援交付金の交付対象事業である子育て短期支援事業のうち、短期

入所生活援助（ショートステイ）事業について、被災したことにより一時的に養護を

必要とする家庭が対象に含まれていること、利用日数等の弾力的な取扱いを行う旨周

知。(7/28) 

○各都道府県等に対して、児童相談所が被災地域において支援を必要としているこ ど

も等の把握に努め、関係機関と連携して支援を行う体制を構築するとともに、被災地

域におけるこども等への相談支援を積極的に行うよう要請。(7/28) 

○児童福祉施設等の人員基準等の取扱いについて 

・人員、設備基準の柔軟な取扱いを可能とする旨を都道府県に周知。(7/28) 

 

（４）その他 

○各都道府県等に対して、被災者に関する以下の取扱いについて特段の配慮を要請。 

・児童扶養手当の認定等に係る提出書類の省略や所得制限に係る特例措置（7/28） 

・母子父子寡婦福祉資金貸付金に係る償還金の支払いの猶予等（7/28） 

(２７)障害児施設関係（こども家庭庁情報：７月 29 日 06:30 現在） 

（１）障害児施設の被害状況 

熊本県内の６施設から以下の報告あり。（7/29） 

上記被害があった施設において、人的被害なし。 

引き続き情報収集に努める。 

市町村名 
被災施設数 

被災状況別内訳 

建物被害 停電 断水 

最大 現在 最大 現在 最大 現在 最大 現在 

熊本県（合計） ６ ６ ６ ６ ６ ６ ０ ０ 

宇土市 

（うとし） 
２ ２ ２ ２ ２ ２ - - 

宇城市 

（うきし） 
４ ４ ４ ４ ４ ４ - - 

合計 ６ ６ ６ ６ ６ ６ ０ ０ 

 

（２）利用者関係 

○災害により被災した要援護障害者等への対応について 

・災害救助法が適用された自治体に対して、被災した要援護障害者等について、特別

な対応（被災し、利用者負担をすることが困難な者について、利用者負担の減免ができ
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ることや、障害福祉サービス事業所等で災害等による定員超過利用が認められることな

ど）について周知し、特段の配慮を要請。（7/28） 

○災害により被災した要援護者への対応及びこれに伴う特例措置等について 

・定員やサービスについて把握・調整・配慮要請、および措置負担に係る特例につい

て都道府県等に周知。（7/28） 

 

（３）事業者関係 

○障害児入所施設等の人員基準等の取扱いについて 

・人員、設備基準の柔軟な取扱いを可能とする旨を都道府県等に周知。(7/28） 

 

（４）その他 

○障害児者の安否確認等について 

・市町村が障害児についての安否確認を行うとともに、相談支援事業者等と連携しつ

つ、必要なサービス提供につなげる旨を都道府県等に周知。（7/28） 
 

(２８)農林水産関係（農林水産省情報：７月 29 日 07:00 時点） 

①農作物等の被害 調査中 

②ため池・ダム等の被害情報 

（１）防災重点農業用ため池 

・点検対象の防災重点農業用ため池は 674 か所。 

（２）ダム 

・点検対象の農業用ダムは 75か所（国造ダム：21 か所、補助ダム：54 か所） 

（３）農村生活環境施設 

○農業集落排水施設（点検対象 120 施設） 

○営農飲雑用水施設（点検対象 29施設） 

③林野関係の被害情報  

 ＜長崎県＞ ・林地荒廃１箇所の被害 

④水産関係の被害情報 調査中 

(２９)文教施設関係（文部科学省情報：７月 28 日 17:00 現在） 

①人的被害情報 

報告なし。引き続き情報収集中。 

②物的被害情報 

報告なし。引き続き情報収集中。 

(３０)法務関係（法務省情報：７月 29 日 07:00 時点） 
 

①人的被害 

被害等情報なし 

②収容施設の被害 

被害情報等なし 



 
24 / 42 

 
 

③その他施設の被害 

被害情報等なし 

 

(３１)金融機関等（金融庁情報：７月 28 日 20:00 現在） 
地震の影響により、 

６金融機関 15店舗が営業休止 

６金融機関 167 箇所の ATM が休業 

 

５ 政府の主な対応 

(１)非常災害対策本部の設置等 

○7 月 28 日 18:20 令和８年熊本県熊本を震源とする地震非常災害対策本部設置 

○7 月 28 日 19:45 令和８年熊本県熊本を震源とする地震非常災害対策本部会議（第１回）  

開催 

○7 月 29 日 13:30 令和８年熊本県熊本を震源とする地震非常災害対策本部会議（第 2回）  

開催予定 

(２)官邸の対応 

○7 月 28 日 16:28 官邸対策室設置 

(３)災害救助法の適用 

○7 月 28 日 熊本県（10市 10 町１村）において災害救助法の適用を決定 

(４)内閣府 

○7 月 28 日  16:28 内閣府災害対策室設置 

○7 月 28 日～     内閣府調査チーム 7名を熊本県庁へ派遣 

○7 月 29 日～     政府調査団の派遣 

(５)警察庁 

②交通規制実施状況 

（１） 高速道路 

地震の影響により、以下の３路線３区間において道路管理者による通行止めを実施 

  〇 九州自動車道 益城熊本空港 IC～えびの IC 上下 

  〇 九州中央自動車道 嘉島 IC～山都通潤橋 IC 上下 

  〇 南九州西回り自動車道 八代 JCT～水俣 IC 上下 

（２） 一般道路 

地震の影響により、熊本県の国道５路線６区間、県道 13 路線 14区間、宮崎県の県道

２路線２区間で道路管理者による通行止めを実施 

（３） 交通安全施設障害状況 

熊本県で約 60基の信号機が滅灯中 

鹿児島県で信号機１基が損壊（滅灯はなし） 

③体制 

警察庁は、警備局長を長とする災害警備本部を設置（7/28 16:28） 

※ 官邸は同時刻、官邸対策室を設置 
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 ⇒ 長官を長とする非常災害警備本部に改組（7/28 18:20） 

※ 官邸は同時刻、非常災害対策本部に改組 

  関係警察は所要の警備体制を確立 

④警察活動 

ア 警察庁及び関係警察は、関連情報の収集等を実施 

イ 警察災害派遣隊 

 〇広域緊急援助隊（警備部隊） 

  ・第一次（7/28～）計 372 名 

   （警視庁４名、福岡 122 名、佐賀 24名、大分 24名、宮崎 19 名、鹿児島 18 名、鳥 

取 22 名、島根 22 名、岡山 26名、広島 65 名、山口 26名） 

〇広域緊急援助隊（交通部隊） 

 ・第一次（7/28～）計 62 名 

  （福岡 35名、佐賀 12 名、大分 15名） 

〇広域警察航空隊 

 ・7/28 ３県（福岡、佐賀、鹿児島） 

 ・7/29 １県（長崎） 

ウ 映像配信 ※（）は官邸配信時間 

 〇ヘリテレ 

  ・7/28 熊本（16:43～18:32）、福岡（19:09～20:04） 

  ・7/29 熊本（6:10～） 

 〇モバイル 

  ・7/28 熊本（19:26～） 

 〇高度警察情報通信基盤システム 

  ・7/28 熊本（19:03～19:26、19:53～20:53） 

(６)消防庁 

⑤地元消防機関の対応状況 

【佐賀県】 ７月２８日 １６時５７分 佐賀県防災ヘリにより佐賀県内の情報収集を実施 

【長崎県】 ７月２８日 １７時１２分 長崎県防災ヘリにより長崎県内の情報収集を実施 

【熊本県】 ７月２８日 １８時２５分 熊本県防災ヘリにより熊本県内の情報収集を実施 

７月２９日  ６時０４分 熊本県防災ヘリにより熊本県内の情報収集を実施 

⑥緊急消防援助隊当の活動状況 

（１）緊急消防援助隊の活動規模 

合計 ９県（陸上部隊：８県３４０隊１，１２９名、航空部隊：３県 ３機 

（令和８年７月 29日６時００分時点）   

 指揮支援部隊 陸上部隊 航空部隊 

熊本県 福岡市消防局 

岡山市消防局 

広島市消防局 

北九州市消防局 

宮崎県 

合計６隊２９名 

岡山県、広島県、山口県、

福岡県、佐賀県、大分

県、宮崎県、鹿児島県 

 

合計３３４隊 

１，１００名 

北九州市、佐賀

県、長崎県 

 

 

 

 

合計３機 

（２）緊急消防援助隊の出動状況 

合計 ９県（陸上部隊：８県３４０隊１，１２９名、航空部隊：３県 ４機 

７月２８日 １６時２７分 消防庁長官から以下の県の部隊に対して出動の求め 
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               【統括指揮支援隊】福岡県（福岡市） 

               【指揮支援隊】  岡山県（岡山市）、広島県（広島市）、 

福岡県（北九州市） 

               【都道府県大隊】 福岡県、大分県、宮崎県 

               【航空小隊】   福岡県（福岡市） 

        １７時０８分 消防庁長官から以下の県の部隊に対して出動の求め 

               【都道府県大隊】 佐賀県 

        ２０時１５分 消防庁長官から以下の県の部隊に対して出動の求め 

                              【航空指揮支援隊】宮崎県 

【航空小隊】   福岡県（北九州市）、長崎県 

        ２０時２８分 消防庁長官から以下の県の部隊に対して出動の求め 

               【都道府県大隊】 岡山県、広島県、山口県、鹿児島県 

        ２１時４５分 消防庁長官から以下の県の部隊に対して出動の求め 

               【航空小隊】   佐賀県 

⑦消防庁の対応 

７月２８日 １６時２７分 消防庁長官を長とする消防庁災害対策本部を設置（第３次応 

急体制） 

１６時２８分 震度５弱以上を観測した関係県に対し適切な対応及び被害報告

について要請 

１６時２８分 津波注意報が発表された関係県に対し、適切な対応及び被害報

告について要請 

１７時３０分 消防庁職員３人を熊本県庁に向け派遣 

７月２９日  ６時３０分 消防庁職員９人を熊本県に向け追加派遣 

 

(７)海上保安庁 
〇対応勢力 

（１）巡視船艇・航空機 

①巡視船艇 ４隻（延べ 19 隻） 

②航空機 １機（延べ８機） 

（２）人員 

機動救難士 ０名（延べ４名） 

（参考 特殊救難隊５名 北九州基地前進配備中） 

（３）リエゾン 

   福岡県庁 ０名（七管区改造保安官）（延べ２名） 

熊本県庁 ２名（十管区海上保安官）（延べ２名） 

長崎県庁 ５名（七管区海上保安官）（延べ７名） 

（４）航行警報 ２件 

（５）海の安全情報 １件 

 

〇被害状況 

巡視船艇・航空機により被害状況調査実施中 

現在まで、海上における被害情報なし 

 

〇その他参考事項 

・八代港湾合同庁舎被害有（※利用可）熊本海上保安部八代海上保安署 

→外壁の剥がれ等軽微な損傷 
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・三角港湾合同庁舎（熊本海上保安部）被害有 

→屋内壁面亀裂、天井から漏水（業務支障なし） 

・佐敷港計石西防波堤灯台（傾斜） 

・給水支援実施のため、大型巡視船２隻現場向け中（着岸岸壁等調査中） 

・特殊救難隊５名 北九州基地前進配備中 

・職員、家族の被害なし 

(８)防衛省 

⑧災害派遣要請 

連

番 
要請日時 撤収日時 要請元 要請先 活動場所 活動内容 

1 
7月28日(火) 

17時30分 
‐ 熊本県知事 

陸上自衛隊 

第８師団長 
熊本県 

情報収集、人命救助

、物資輸送、生活支

援等 

⑨防衛省・自衛隊の対応 

【７月２８日】 

○ １６４４以降、延べ２０機態勢（固定翼機：１１機、回転翼機：９機）で航空偵察を実

施。 

○ 陸自第８偵察隊（北熊本・熊本）、第４偵察隊（福岡・福岡）等の初動対処部隊が地上偵

察を実施。 

○ 陸自第８師団が３，６００名態勢で活動を実施。 

○ 陸自別府駐屯地及び北熊本駐屯地を一時的な避難所として開放し、避難者の受け入れを

実施（別府駐屯地１名、北熊本駐屯地７名）。 

 ○ イオンモール熊本において、陸自第８偵察隊（北熊本・熊本）及び第４２即応機動連

隊（北熊本・熊本）の人員約３０名、車両約１０両により活動を実施。 

 

【７月２９日】 

○ 現時点において、陸自西部方面総監部等２１５部隊が情報収集態勢を強化し、情報収集

活動を実施中。 

○ ０２０７以降、陸自第８飛行隊（高遊原・熊本）のＵＨ－６０×１機にて患者後送を実

施。 

○ ０５２０以降、陸自西部方面航空隊（高遊原・熊本）のＵＨ－１×１機にて映像伝送を

実施。 

○ ０５２２以降、海自第１飛行隊（鹿屋・鹿児島）のＰ－１×１機、海自第２２航空群

（大村・長崎）のＳＨ－６０×１機にて情報収集を実施。 

○ ０６３０以降、陸自西部方面特科連隊（北熊本・熊本）が八代市役所において、給水支

援を開始。準備完了後、上益城郡嘉島町（嘉島町体育館）においても、給水支援を実施予

定。 

 

⑩連絡員の派遣状況 

約４７カ所に約１２５名を派遣 

(９)総務省 
○ ７月２８日(火)16 時 29 分、大臣官房総務課に災害対策本部（長：大臣官房長）を設置。 

○ ７月２８日(火)18 時 20 分、総務省非常災害対策本部（長：総務大臣）に格上げ 

○ ７月２８日(火)、総務省非常災害対策本部会議（第１回）開催 
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○ 人的支援について 

  ・７月 28 日(火)16 時 32 分、震度７を観測した熊本県の危機管理・防災担当部局宛てに公務

員部応援派遣室から「躊躇なく応援要請をされたい」旨のメールを発出。 

 

〇 偽誤情報対策 

熊本県を震源とする地震に関して、流通する危険性のあるインターネット上の偽・誤情報へ

の注意喚起を、総務省の SNS アカウントを通じて情報発信を実施。SNS における根拠のない情

報拡散に対して、利用規約等を踏まえた適切な対応を行っていただくよう、主要な SNS 等の

デジタルプラットフォーム事業者（Google、LINE ヤフー、Meta、X、TikTok）に対して要請を

実施。 

 

○ 被災地への総務省職員の派遣  

  ・ 7 月 28 日（火）18 時 20 分、九州総合通信局から熊本県庁へ、リエゾン 3名を派遣。 

・ 7 月 29 日（水）、公務員部から熊本県庁へ、リエゾン 2名を派遣。 

 

○ 総務省災害対策用移動通信機器の貸与状況 

 ７月２８日(火)、自治体からの要請を受け、スターリンク各 1台を貸与済。 

 ・宇土市、宇城市 

Ⅲ 事業者等の対応状況 
 

１．通信関係 

（１）リエゾン派遣状況 

・NTT 西日本は、熊本県庁に２名リエゾンを派遣。 
・NTT ドコモは、熊本県庁に２名リエゾンを派遣。 
・楽天モバイルは、熊本県庁に１名リエゾンを派遣 

 

（２）災害伝言サービス 
  NTT 東日本、NTT 西日本、NTT ドコモ、KDDI、ソフトバンク、楽天モバイルが災害用伝言サー

ビスを展開。 
 

（３）Ｗｉ－Ｆｉスポットの提供 

災害時等の無料Ｗｉ－Ｆｉサービスである「０００００ＪＡＰＡＮ（ファイブゼロジャパ

ン）」をソフトバンク、KDDI、NTT ドコモが被災地を中心に提供。 

 

〇市町村の行政機能の確保状況（７月２８日（火）18：20 現在） 

震度６弱以上を観測した熊本県内の市町村（宇城市、氷川町、熊本市、八代市、宇土市、

美里町、益城町、上天草市、合志市、大津町、西原村、御船町、芦北町）及び震度５弱以上

と考えられるが未入電の町（嘉島町、甲佐町）の状況を確認したところ、美里町において庁

舎が停電により非常用電源を使用中であり、庁舎の中に入れず状況の確認がとれておらず、

甲佐町において、ネットワークが不通となっている。その他の市町村については、災害対応

業務に支障は生じていない。 

 

(１０)法務省 

３ 法務省の対応等 

該当なし 
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４ 地域住民に対する支援状況 

該当なし 

５ 把握した偽情報・誤情報の内容及び各情報への対応 

当省業務に関する各情報の把握なし 

(１１)外務省 
該当なし 

(１２)財務省 
○７月２８日 財務省災害情報連絡室設置 

(１３)文部科学省 
・文部科学省災害情報連絡室（室長：参事官（施設防災担当））を設置。(令和８年７月 28 日

16 時 27 分） 

・地震調査研究推進本部地震調査委員会（臨時会）を開催予定。(令和８年７月 29 日夕方頃

で調整中） 

・教育委員会等の関係機関に対し、児童生徒、教職員、施設の利用者等の安全確保と施設の

被害状況の把握、二次災害防止を要請。（令和８年７月 28 日） 

・全国の教育委員会等の関係機関に対し、児童生徒、教職員、施設の利用者等の安全確保と

施設の被害状況の把握、二次災害防止を要請。（令和８年７月 28日） 

・引き続き、教育委員会等の関係機関と連携を密にしつつ、被害状況の把握に努める。 

(１４)厚生労働省 

（1）07/28 16:27 厚生労働省災害情報連絡室設置 

07/28 18:20 厚生労働省災害対策本部設置 

07/28 21:15 令和８年熊本地震に関する厚生労働省災害対策本部会議 

（2）熊本県、佐賀県、福岡県、長崎県、大分県、宮崎県、鹿児島県に対し、災害時保

健医療福祉活動支援システム（D24H）を活用した迅速な災害対応を依頼（7/28熊

本県、佐賀県、福岡県、長崎県、大分県、宮崎県、鹿児島県） 

 

⑪医療関係 

(1) 医療関係情報（7月29日 ６時00分時点） 

7月28日16時28分 熊本 EMIS 災害モードに変更 

7月28日16時31分 長崎 EMIS 警戒モードに変更 

7月28日16時32分 栃木 EMIS 警戒モードに変更 

7月28日16時32分 福岡 EMIS 警戒モードに変更 

7月28日16時31分 佐賀 EMIS 災害モードに変更 

        ⇒佐賀 EMIS 警戒モードに変更 

7月28日16時29分 三重 EMIS 警戒モードに変更 

7月28日16時33分 岡山 EMIS 警戒モードに変更 

7月28日16時27分 北海道 EMIS 警戒モードに変更 

7月28日16時30分 香川 EMIS 警戒モードに変更 
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7月28日16時34分 福井 EMIS 警戒モードに変更 

7月28日16時35分 群馬 EMIS 警戒モードに変更 

7月28日16時33分 京都 EMIS 警戒モードに変更 

7月28日16時35分 岐阜 EMIS 警戒モードに変更 

7月28日16時34分 大分 EMIS 警戒モードに変更 

7月28日16時35分 山口 EMIS 警戒モードに変更 

7月28日16時36分 東京 EMIS 警戒モードに変更 

7月28日16時33分 宮城 EMIS 警戒モードに変更 

7月28日16時36分 鹿児島 EMIS 警戒モードに変更 

7月28日16時36分 奈良 EMIS 警戒モードに変更 

7月28日16時35分 静岡 EMIS 警戒モードに変更 

7月28日16時37分 埼玉 EMIS 警戒モードに変更 

7月28日16時37分 山梨 EMIS 警戒モードに変更 

7月28日16時38分 大阪 EMIS 警戒モードに変更 

7月28日16時33分 宮崎 EMIS 警戒モードに変更 

7月28日16時39分 広島 EMIS 警戒モードに変更 

7月28日16時27分 神奈川 EMIS 警戒モードに変更 

7月28日16時30分 秋田 EMIS 警戒モードに変更 

7月28日16時41分 徳島 EMIS 警戒モードに変更 

7月28日16時27分 青森 EMIS 警戒モードに変更 

7月28日16時40分 愛媛 EMIS 警戒モードに変更 

7月28日16時40分 岩手 EMIS 警戒モードに変更 

7月28日16時42分 茨城 EMIS 警戒モードに変更 

7月28日16時41分 和歌山 EMIS 警戒モードに変更 

7月28日16時42分 福島 EMIS 警戒モードに変更 

7月28日16時44分 滋賀 EMIS 警戒モードに変更 

7月28日16時27分 千葉 EMIS 警戒モードに変更 

7月28日16時45分 石川 EMIS 警戒モードに変更 

7月28日16時46分 新潟 EMIS 警戒モードに変更 

7月28日16時27分 島根 EMIS 警戒モードに変更 

7月28日16時31分 愛知 EMIS 警戒モードに変更 

7月28日16時52分 富山 EMIS 警戒モードに変更 

7月28日16時55分 沖縄 EMIS 警戒モードに変更 

7月28日16時27分 鳥取 EMIS 警戒モードに変更 

7月28日16時55分 長野 EMIS 警戒モードに変更 

7月28日16時58分 山形 EMIS 警戒モードに変更 
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7月28日17時03分 兵庫 EMIS 警戒モードに変更 

7月28日17時03分 高知 EMIS 警戒モードに変更 

 

(2)医療施設の被害状況（7月29日６時00分時点） 

市町村名 

被災 

施設数  

被災状況別内訳 

浸水 停電 断水 医療ガス その他 

最大 現在 最大 現在 最大 現在 最大 現在 最大 現在 最大 現在  

熊本県(合計) 46 45 0 0 15 13 40 39 12 12 7 7 

宇土市（うと

し） 
3 3 0 0 3 3 2 2 2 2 0 0 

宇城市（うき

し） 
10 9 0 0 5 4 9 8 2 2 2 2 

美里町（みさ

とまち） 
2 2 0 0 1 1 1 1 0 0 0 0 

菊池市（きく

ちし） 
1 1 0 0 0 0 1 1 0 0 0 0 

八代市（やつ

しろし） 
16 16 0 0 2 2 15 15 6 6 4 4 

氷川町（ひか

わちょう） 
1 1 0 0 0 0 1 1 0 0 0 0 

水俣市（みな

またし） 
1 1 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1 

芦北町（あし

きたまち） 
1 1 0 0 0 0 1 1 0 0 0 0 

熊本市（くま

もとし） 
5 5 0 0 1 0 5 5 0 0 0 0 

御船町（みふ

ねまち） 
1 1 0 0 1 1 1 1 1 1 0 0 

益城町（まし

きまち） 
3 3 0 0 1 1 2 2 0 0 0 0 

甲佐町（こう

さまち） 
2 2 0 0 1 1 2 2 1 1 0 0 
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(3)ＤＭＡＴの活動状況（7月29日 ６時00分時点） 

熊本県内においてＤＭＡＴ30隊が活動中（本部活動18隊、現場活動12隊） 

全国のＤＭＡＴが自動待機 

島根県：ＤＭＡＴ調整本部設置（7/28） 

兵庫県：ＤＭＡＴ調整本部設置（7/28） 

長崎県：ＤＭＡＴ調整本部設置（7/28） 

熊本県：ＤＭＡＴ調整本部設置（7/28） 

佐賀県：ＤＭＡＴ調整本部設置（7/28） 

京都府：ＤＭＡＴ調整本部設置（7/28） 

鹿児島県：ＤＭＡＴ調整本部設置（7/28） 

宮崎県：ＤＭＡＴ調整本部設置（7/28） 

香川県：ＤＭＡＴ調整本部設置（7/28） 

群馬県：ＤＭＡＴ調整本部設置（7/28） 

福岡県：ＤＭＡＴ調整本部設置（7/28） 

沖縄県：ＤＭＡＴ調整本部設置（7/28） 

熊本県は、九州全県のＤＭＡＴに対して派遣要請（7/28） 

 

(4)ＤＰＡＴの活動状況（7月29日 ６時00分時点） 

熊本県内において日本ＤＰＡＴ４隊が活動中 

内訳：本部活動５隊 

  全国のＤＰＡＴに待機要請 

  宮崎県：ＤＰＡＴ調整本部立ち上げ(7/28) 

  熊本県：ＤＰＡＴ調整本部立ち上げ(7/28) 

長崎県：ＤＰＡＴ調整本部立ち上げ(7/28) 

鹿児島県：ＤＰＡＴ調整本部立ち上げ（7/28） 

東京都：ＤＰＡＴ調整本部立ち上げ（7/28） 

佐賀県：ＤＰＡＴ調整本部立ち上げ（7/28） 

福岡県：ＤＰＡＴ調整本部立ち上げ（7/28） 

  熊本県の５医療機関において、支援要請あり。被害状況確認中。 

熊本県は、全国のＤＰＡＴに対して派遣要請。 

 

 

（5）医薬品・医療機器製造販売業、卸売製造販売業関係 

 各都道府県、関係団体に対し、注意喚起を行うとともに、被害状況を把握した場合

には報告するよう依頼（7/28）。 

 各関係団体に対し、医薬品・医療機器等の供給に支障が生ずることのないよう、ま
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た、適正な流通を阻害することがないよう依頼（7/28）。 

現時点で被害報告無し。 

⑫社会福祉施設等関係 

九州地方各県に対し、被害状況を把握した場合には報告するよう依頼（7/28） 

（1）高齢者関係施設の被害状況 

  熊本県内の13施設から以下のとおり報告あり。（7/28） 

 
被災施設数 

被災状況内訳 

建物被害 停電 断水 

最大 現在 最大 現在 最大 現在 最大 現在 

熊本県（合計） 13 13 11 11 1 1 4 4 

 熊本市 

（くまもとし） 
7 7 5 5 0 0 2 2 

 天草市 

（あまくさし） 
1 1 1 1 0 0 0 0 

 宇城市 

（うきし） 
2 2 2 2 1 1 0 0 

 八代市 

（やつしろし） 
2 2 2 2 0 0 1 1 

 益城町 

（ましきまち） 
1 1 1 1 0 0 1 1 

 

 

（2）障害者関係施設の被害状況 

  熊本県内の３施設から以下のとおり報告あり。（7/28） 

 
被災施設数 

被災状況内訳 

建物被害 停電 断水 

最大 現在 最大 現在 最大 現在 最大 現在 

熊本県（合計） 3 3 0 0 1 1 3 3 

宇城市 

（うきし） 

1 1 0 0 0 0 1 1 

甲佐町 

（こうさまち） 

2 2 0 0 1 1 2 2 

 

 (3)DWAT の活動状況 

  熊本県の DWAT が待機。 
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  九州各県との連絡体制を確保済み。 

⑬保険・衛生関係 

（1）人工透析患者の安否 

各都道府県に対し、透析医療の提供が困難となる事態にも対応できるよう注意喚

起を行うとともに、被害状況確認の連絡体制確保を要請した。 

また、日本透析医会に対し、情報共有について協力を依頼した（7/28）。日本透析

医会の運営している災害時情報ネットワークを通じて、熊本県内の11カ所の透析施

設の透析実施困難を確認している。 

熊本県及び透析医会を通じて、被害の詳細状況を確認中。 

 

（2）人工呼吸器使用者の安否 

  各都道府県・指定都市・中核市・児童相談所設置市に対し、特に在宅で人工呼吸

器を使用している難病患者に関する対応について注意喚起を行うとともに、被害発

生時における報告を要請（7/28）。  

  患者団体に対し、地区支部を通じて、特に在宅で人工呼吸器を使用している難病

患者への被害情報の把握について協力を依頼（7/28）。  

現時点で被害報告無し。 

 

（3）DHEAT の活動状況 

全国 DHEAT 協議会、DHEAT 事務局について連絡体制を確保済み（7/28） 

熊本県に対し、DHEAT 先遣隊の派遣を決定（7/28）。 

九州地方各県に対し、派遣依頼の事務連絡を発出に向け調整中。 

 

（4）被災者の健康管理 

各都道府県等に対し、地震の影響による保健所等の被害情報の収集や保健所等に

被害があった場合に厚生労働省へ連絡することを要請。また、被災地で保健師など

が行う保健活動に活用するための資料をまとめた事務連絡を送付し、避難所生活を

送る被災者の健康管理を行うにあたり、十分な対策を行うよう依頼（７/28）。  

 

(5) 感染症対策 

避難所における咳エチケットや手指衛生、換気の徹底といった感染予防対策を含

め、災害に係る感染症予防対策について事務連絡とリーフレットを発出するととも

に、国立感染症研究所の専門家を派遣可能であることを周知。（７/28） 

※「【事務連絡】令和８年熊本地震に係る感染症対策等について」（令和８年７月28

日付け厚生労働省健康・生活衛生局感染症対策部感染症対策課事務連絡） 
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（6）公費負担医療 

公費負担医療(原爆、感染症、難病、小慢、特定疾患、肝炎等)について、受給者

証等がなくても受診でき、緊急の場合は指定医療機関以外の医療機関でも受診で

きる取扱いとする旨の事務連絡を都道府県及び関係団体宛に発出（７/28）。 

※ 「【事務連絡】令和８年熊本地震に係る公費負担医療の取扱いについて」（令和８年７月

28 日付け関係課連名事務連絡） 

⑭薬局、輸血用血液製剤、毒物劇物関係 

（1）薬局、薬剤師 

各都道府県、保健所設置市、特別区に対し、薬局に関する対応について注意喚起を

行うとともに、被害発生時における報告を要請（7/28）。 

熊本県薬務衛生課より7/28 22時時点での被害状況について報告あり。 

 

施設種別 件数 
市町村名 

（件数） 
被害内容 現況及び今後の対応 

薬局 22 

熊本市（6） 

八代市（9） 

宇城市（4） 

御船町（1） 

天草市（1） 

益城町（1） 

建物・設備被

害、停電、断水、

医薬品破損等 

・引き続き情報の収集に努

める。 

・イオンモール熊本内の薬

局は被害がでていると思わ

れる。 

 

（2）輸血用血液製剤の供給 

採血事業者（日本赤十字社）に対し、採血所や製造施設に関する対応について注意

喚起を行うとともに、被害発生時における報告を要請（7/28）。 

現時点で被害報告なし。 

 

（3）毒物劇物 

各都道府県、保健所設置市、特別区に対し、薬局に関する対応について注意喚起を

行うとともに、被害発生時における報告を要請（7/28）。 

現時点で被害報告なし。 

 

⑮労働関係 

（1）労働基準関係 

○労働基準関係の業務運営について  

・各都道府県労働局に事務連絡を発出し、被災地域における労働基準関係の業務運営

について指示（7/28）。 
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※「自然災害時における労働基準関係行政の運営について（令和８年熊本地震）」（令

和８年７月28日付け事務連絡） 

①労災保険給付の請求について、事業主等の証明が受けられなくても請求書を受理

する等の手続きの簡略化 

②労働保険料等の納付について、事業主等からの申請に基づく猶予措置等の実施 

③企業が倒産等し賃金未払のまま退職を余儀なくされた労働者に対する 未払賃金

立替払制度の申請手続きの簡略化 

⑯障害者支援関係 

(1) 災害救助法が適用された自治体に対して、被災した要援護障害者等について、特

別な対応（被災し、利用者負担をすることが困難な者について、利用者負担の減免が

できることや、障害福祉サービス事業所で災害による定員超過利用が認められること

など）について周知し、特段の配慮を要請（7/28）。 

 

⑰医療保険関係 

○ 被災に伴い被災者がマイナ保険証又は資格確認書等を保険医療機関に提示できない場合に

おいても医療保険による受診が可能である旨について、関係者に対する周知を、関係団体、

都道府県、地方厚生（支）局に要請（7/28）。 

※「令和８年熊本地震に伴う災害の被災者に係るマイナ保険証又は資格確認書等の提示等に

ついて」（令和８年７月 28 日付け保険局医療課事務連絡）を送付（7/28）。 

 

○ 全国健康保険協会、健康保険組合、健康保険組合連合会、社会保険診療報酬支払基金及び

地方厚生(支)局に対して、災害その他の特別の事情がある被保険者に係る一部負担金等の徴

収猶予及び減免を行うことができる旨を改めて周知。 

※「災害により被災した被保険者等に係る一部負担金等及び健康保険料の取扱い等につい

て」（令和 8年 7 月 28 日付け保険局保険課事務連絡）を送付(7/28) 

 

〇 各都道府県に対して、災害により被災した被保険者に係る保険料（税）・一部負担金の減免

を行うことができる旨を周知。 

※「「災害により被災した国民健康保険被保険者に係る国民健康保険料（税）等の取扱いにつ

いて」の再周知について」（令和 8年７月 28日付け厚生労働省保険局国民健康保険課事務連

絡）を送付（７／28）。 

※平成 25年 5月に発出した事務連絡を再周知。 

 

○ 各都道府県等に対して、災害により被災した被保険者に係る保険料・一部負担金の減免を

行うことができる旨を周知。 

※「【事務連絡】令和８年熊本地震に係る後期高齢者医療制度の一部負担金及び保険料の取扱

いについて」 

（令和７年７月 28日付け保険局高齢者医療課事務連絡）を送付（7/28）。 

※平成 25年 5月に発出した事務連絡を再周知。 

 

○ 被災者がマイナンバーカードを保険医療機関等に持参できない場合においても、オンライ

ン資格確認システムで薬剤情報等が提供可能となる緊急時機能のアクティブ化を実施

（7/28）。関係者に対する周知を、関係団体、都道府県、地方厚生（支）局に要請（7/28）。 
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※「 令和８年熊本地震に係るオンライン資格確認等システムにおける「緊急時医療情報・資

格確認機能」をアクティブ化する医療機関・薬局の範囲・期間について」（令和８年７月 28

日付け保険局医療介護連携政策課、医薬局総務課、社会・援護局保護課事務連絡）を送付

（7/28）。 

⑱介護保険関係 

（1）被災した要介護高齢者等への対応について 

○災害救助法が適用された自治体に対して、被災した要介護高齢者等について、特

別な対応（被災し、利用者負担をすることが困難な者について、利用者負担の減

免ができることや、介護保険施設等で災害等による定員超過利用が認められるこ

となど）について周知し、特段の配慮を要請（7/28熊本県）。 

○当該周知、要請を行ったことにつき、各都道府県・市町村にも連絡（7/28）。 

○また、各都道府県・市町村に対し、被災者は被保険者証等を提示しなくても介護

サービスを利用できるよう対応することを可能とする事務連絡を発出（7/28）。  

 

（2）被災に係る介護報酬等の取扱いについて 

〇要介護高齢者等や介護サービス事業所が被災した場合における介護報酬等の取扱いについ

て、緊急的に柔軟な対応が可能であることを周知（7/28）。 

 

(１５)農林水産省 

①職員派遣（MAFF-SAT） 

 

②各部局における取組状況 

[本省] 

・大臣官房地方課災害総合対策室に農林水産省情報連絡室を設置 

（７月 28日（火）16 時 28 分） 

・大臣より被害状況の迅速な把握、国民に対する適時的確な情報提供等を指示（７月 28日

（火）18時 14 分） 

・令和８年熊本地震に関する農林水産省緊急自然災害対策本部を設置し、第１回会議を開催

（７月 28日（火）18:30） 

[林野庁] 

・森林管理局、各地方自治体の関係部局に対し、連絡体制を確認 

（７月 28日（火）） 

[地方農政局等] 

＜東北農政局＞ 

・東北農政局情報連絡室を設置（７月 28 日（火）16 時 27 分） 

＜九州農政局＞ 

・九州農政局災害対策本部を設置（７月 28日（火）16時 30 分） 

・第１回会議を開催（７月 28日（火）） 
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＜九州森林管理局＞ 

・九州森林管理局災害対策本部を設置（７月 28日（火）16時 28 分） 

(１６)経済産業省 
中小企業支援 
 ●災害救助法の適応を受けた熊本県１０市１０町１村に対し、現地の商工会議所等に特別相談

窓口を設置するとともに、被害を受けた中小企業・小規模事業者を対象に、信用保証協会に

よる通常とは別枠で１００％保証を行うセーフティネット保証４号の適用による資金繰り支

援等の措置を講じる予定（２９日(水)１５時目途）。 

 

(１７)国土交通省 

国土交通省の対応状況 

③（１）ホットライン構築状況（５弱以上） 

26 市 21 町 4 村と構築済み 

都道府県 ホットライン構築数 

熊本県 13 市 17 町 3 村 

鹿児島県 5 市 3町 

宮崎県 2 市 1村 

佐賀県 1 市 1町 

福岡県 2 市 

長崎県 3 市 

 

（２）TEC-FORCE 等【現時点 23 人派遣】(これまでのべ 44人・日（予定含む）） 

○リエゾン：【現時点 14人派遣】(これまでのべ 27 人・日（予定含む）） 

○JETT：【現時点 2人派遣】（これまでのべ 16人・日（予定含む）） 

○被災状況調査班等：【現時点 7人派遣】(これまでのべ 11 人・日（予定含む）） 

 

リエゾン派遣先 
派遣元 

７/28 7/29 合計 

都道府県 市町村等 13 14 27 

熊本県 熊本県庁 九州地整 2 2 4 

長崎県 長崎県庁 九州地整 2 0 2 

鹿児島県 鹿児島県庁 九州地整 2 0 2 

熊本県 八代市 九州地整 2 2 4 

熊本県 宇城市 九州地整 2 2 4 

熊本県 氷川町 九州地整 2 2 4 

熊本県 熊本県庁 本省（住宅局） 0 1 1 

熊本県 熊本県庁 九州運輸 1 1 2 

熊本県 熊本県庁 国総研 0 1 1 

熊本県 熊本県庁 港空研 0 1 1 



 
39 / 42 

 
 

熊本県 熊本県庁 港空研 0 1 1 

九州地整  港湾空港部 0 1 2 

 

JETT 派遣先 
派遣元 

7/28 7/29 合計 

都道府県 市町村等 6 10 16 

熊本県 熊本県庁 福岡管区気象台 2 6 8 

長崎県 長崎県庁 福岡管区気象台 2 2 4 

佐賀県 佐賀県庁 福岡管区気象台 2 2 4 

 

被災状況調査班等派遣先 
派遣元 班 

詳細 
7/28 7/29 合計 

都道府県 市町村等  0 11 11 

熊本県 熊本市 本省 先遣調査班 上下水 0 3 3 

九州地整 本局 中国地整 先遣班  0 4 4 

九州地整 本局 四国地整 先遣班  0 4 4 

 

(3)災害対策用ヘリコプター等による被災状況調査 

・はるかぜ号 7/28 18:00 から調査を開始し 18:40 まで調査を実施 

       7/29 調査予定 

(4)災害対策用機械等 

〇散水車（給水機能付）：現時点派遣 2台（これまでのべ 3台・日） 

〇照明車：現時点派遣 8台（これまでのべ 10 台・日） 

〇対策本部車：現時点派遣 1台（これまでのべ 2台・日） 

機械名 都道府県 活動内容 台数 稼働 待機 移動 撤収 その他 

散水車（給水

機能付） 

熊本県 給水支援 2  2   7/28～ 

小計 2  2    

照明車 
熊本県 

夜間作業

支援・前

進配備 

8 1 5 2  7/28～ 

小計 8 1 5 2   

対策本部車 
熊本県 後方支援 1  1   7/28～ 

小計 1  1    

 

 

気象庁の対応状況 

・気象庁本庁記者会見（7/28 17:30、20:30） 

・気象庁災害対策本部（7/28 21:00） 

・気象庁では、令和８年７月 28 日 16 時 27 分頃に熊本県熊本地方で発生した地震について、その
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名称を「令和８年熊本地震」と定める。 

・気象庁ホームページに令和８年熊本地震のポータルサイトを開設。 

・土砂災害に関する警報等の暫定的な運用開始（7/28） 

・通常基準の 7割：熊本県宇城市、氷川町、熊本市、八代市西部、 

宇土市、美里町、益城町、合志市、大津町、西原 

村、御船町、上天草市、芦北町、嘉島町、甲佐町 

・通常基準の 8割：熊本県八代市東部、山鹿市、菊池市、菊陽町、 

水俣市、天草市、津奈木町 

長崎県南島原市 

鹿児島県薩摩川内市、さつま町、長島町 

・各地の気象台は、記者会見等を実施するとともに、JETT（気象庁防災対応支援チーム）の派遣

により、関係する自治体等に地震活動等の状況について説明を行っている。 

 

(１８)環境省 
【省全体関係】 

○環境省災害情報連絡室を設置（７月28日） 

○環境省災害対策チームに改組（７月28日） 

○環境省災害対策本部に改組（７月28日） 

 

【災害廃棄物関係】 

○災害廃棄物対策室から九州環境局へ被害情報の収集を指示（７月 28 日） 

○災害廃棄物処理に関して以下の事務連絡を熊本県、長崎県、鹿児島県に発出（７月 28日） 

・災害廃棄物の処理に係る仮置場の確保、分別の徹底及び仮置場受入れに関する基本的な考え

方について 

・災害廃棄物の撤去等に係るボランティアとの連携について 

・災害廃棄物の処理等に係る補助制度の円滑な活用について 

・災害引き物の害虫及び悪臭への対策について 

・被災した業務用エアコン・業務用冷蔵冷凍機器のフロン類の処理について 

・廃石綿等、感染性廃棄物、ＰＣＢ廃棄物や水銀使用製品廃棄物が混入した災害廃棄物につい

て 

・発生した災害廃棄物の処理等に係る石綿飛散防止対策について 

・被災した自動車の処理について 

・被災した家電リサイクル法対象品目の処理について 

・被災した太陽光発電設備の保管等について 

・被災したパソコンの処理について 

 

【大気汚染・水質汚濁関係】 

〇環境汚染対策室から、関係自治体に対し、大気・水環境に影響をもたらす事案の発生状況

について、情報提供を依頼（７月 28 日） 

 

【熱中症対策関係】 

○福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、鹿児島県に対し、被災住民等の熱中症対策についての

事務連絡を７月 28日中に発出（７月 28日） 

○環境保健部から職員を現地に派遣し、熱中症への対応状況等の情報収集や調整を実施予定

（７月 28日） 

 

【国立公園関係】 
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〇国立公園課から九州環境局に対して直轄施設等の被害状況について情報提供の依頼（７月

28 日） 

 

(１９)金融庁 
○７月 28日 16:28、金融庁災害対策連絡室を設置。 

○７月 28日、熊本県が令和８年熊本地震にかかる災害救助法の適用を決定したことを受け、７

月 29日中に、九州財務局において日本銀行との連名で、熊本県内の金融機関等に対して「令

和８年熊本地震に係る災害等に対する金融上の措置について」を発出予定。 

(２０)国土地理院 
・国土地理院災害対策本部会議（7/28 23:00） 

・被災状況調査のため、測量用航空機にて空中写真を撮影予定（7/29 朝、調布飛行場から北九

州空港に向けて移動後、順次撮影開始予定） 

・電子基準点による地殻変動の情報をＨＰにて公開 

・活断層図及び地形分類データをＨＰにて公開 

(２１)こども家庭庁 

①児童福祉施設等関係 

（１）利用者関係 

○被災した教育・保育給付認定保護者等に対して、市町村の判断により、利用者負担額を減

免した際に、減免した部分についても国と地方の補助割合に従い補助対象とする。

(7/28) 

○災害等やむを得ない事情がある場合には、利用定員を超えて特定教育・保育又は特定地域

型保育の提供を行うことができる旨の運営基準規定を周知し、各施設等における利用定

員の弾力化について配慮を要請。(7/28) 

○臨時休園等期間中に利用料が発生している場合には、その利用料分を減算することなく施

設等利用費の支給を行うことを認める。(7/28) 

○災害により被災した要援護者への対応及びこれに伴う特例措置等について 

・定員やサービスについて把握・調整・配慮要請、および費用負担に係る特例について都道

府県等に周知。(7/28) 

 

（２）事業者関係 

○子育て短期支援事業の取り扱いについて 

・子ども・子育て支援交付金の交付対象事業である子育て短期支援事業のうち、短期入所

生活援助（ショートステイ）事業について、被災したことにより一時的に養護を必要と

する家庭が対象に含まれていること、利用日数等の弾力的な取扱いを行う旨周知。

(7/28) 

○各都道府県等に対して、児童相談所が被災地域において支援を必要としているこども等

の把握に努め、関係機関と連携して支援を行う体制を構築するとともに、被災地域にお

けるこども等への相談支援を積極的に行うよう要請。(7/28) 

○児童福祉施設等の人員基準等の取扱いについて 

・人員、設備基準の柔軟な取扱いを可能とする旨を都道府県に周知。(7/28) 

 

（３）その他 

○各都道府県等に対して、被災者に関する以下の取扱いについて特段の配慮を要請。 

・児童扶養手当の認定等に係る提出書類の省略や所得制限に係る特例措置（7/28） 

・母子父子寡婦福祉資金貸付金に係る償還金の支払いの猶予等（7/28） 
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②障害児施設関係 

（１）利用者関係 

○災害により被災した要援護障害者等への対応について 

・災害救助法が適用された自治体に対して、被災した要援護障害者等について、特別な対

応（被災し、利用者負担をすることが困難な者について、利用者負担の減免ができること

や、障害福祉サービス事業所等で災害等による定員超過利用が認められることなど）につ

いて周知し、特段の配慮を要請。（7/28） 

○災害により被災した要援護者への対応及びこれに伴う特例措置等について 

・定員やサービスについて把握・調整・配慮要請、および措置負担に係る特例について都

道府県等に周知。（7/28） 

 

（２）事業者関係 

○障害児入所施設等の人員基準等の取扱いについて 

・人員、設備基準の柔軟な取扱いを可能とする旨を都道府県等に周知。(7/28） 

 

（３）その他 

○障害児者の安否確認等について 

・市町村が障害児についての安否確認を行うとともに、相談支援事業者等と連携しつつ、必

要なサービス提供につなげる旨を都道府県等に周知。（7/28） 

 

(２２)デジタル庁 
①災害対策本部、情報連絡室の設置 

・7 月 28 日（火）16 時 28 分にデジタル庁災害情報連絡室を設置 

・7 月 28 日（火）18 時 20 分にデジタル庁災害対策本部を設置（情報連絡室からの改組） 

 

②デジタル庁が所管する政府情報システムである GSS（ガバメント・ソリューション・サービ

ス※）において、被災地域の一部拠点にて障害が発生、GSS 以外のデジタル庁が所管するシ

ステムについては、正常に稼働していることを確認 

６ 都道府県における災害対策本部の設置状況 

(１)災害対策本部 

①設置 

【長崎県】７月２８日 １６時２７分 災害対策本部 設置 

【熊本県】７月２８日 １６時２７分 災害対策本部 設置 


